
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２３年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
      なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２ 「類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（２４年４月１日現在）
（単位：円）

給与費 B/A給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

高崎市 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

高崎市

円 円

うち清掃職員 円 円

うち用務員 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２１～２３年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

      ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、

        給与改定特例法による措置が無いとした場合の値（減額前）である。
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（2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、

      給与改定特例法による措置が無いとした場合の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注）１　高崎市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

大　学　卒

　　　　　　　８人
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163,987（172,200）

国

133,418（140,100）

構成比

経験年数２０年
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理監督者加算　１０～２５％ ・管理監督者加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

1.45

４.やや劣っている ４…－０．１月

1.45 0.65

３.良好である

１…＋０．２月
２…＋０．１月

②支給率

２.優れている
１.極めて優れている

47.50 59.28

23.5030.55

41.34

国

５.劣っている ５…－０．２月

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市

定年前早期退職特例措置2～20%

23.50

59.28

47.50

59.28 59.28

33.50 41.34

30.55

59.28

33.50

５.制限なし

1.45

1.35

１.「２」の区分に該当する職員のうち100分の20以下

国

―

４.制限なし

0.65

３.－

1.352.60

③適用できる職員の割合

0.65

２.100分の15以下

高崎市 2,3613

群　　　　　馬　　　　　県

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給実績（２３年度決算） 281,703

119,315

支給率

定年前早期退職特例措置2～20%

59.28

2.60 1.352.60

5,255 25,219

３…±０月

①成績の判定

１人当たり平均支給額（２３年度）

1,423 1,668

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１０月１日を評定日として、部長、課長を除く職員に対して勤務成績
の評定を実施している。昇給時に評定結果を反映させている。

国の制度（支給率）

3

１人当たり平均支給額（２３年度）

高　　　　　崎　　　　　市

支給対象職員数



(4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度）

日額５００円

日額３００円

水質等試験手当

12.8

主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

左記職員に対する支給単価

15種類　　　　　　

88,111

日額２００円
河川の水、工場排水その他有害物
質の採取又は分析試験の業務に従
事した職員

手当の名称

支給実績（２３年度決算）

行旅死亡人の取扱業務に従事した
職員

税務手当

災害業務手当

90

97

26,697

日額９００円

214,106

と畜検査の業務に従事した職員

食鳥検査の業務に従事した職員

239,006

日額２００円

日額９００円

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

食品微生物検査手当

職員 １ 人 当 た り 平 均支給年額 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均支給年額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

食肉衛生検査所

保健予防課

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

生活衛生課
食中毒原因微生物等の食品微生物
検査その他の試験検査の業務に従
事した職員

保健予防課

血液、尿便、生化学等の臨床検査の
業務に従事した職員

衛生検査手当

日額７００円

日額２００円

日額２００円

日額２５０円

日額３００円

土木業務手当

１回２，０００円
行旅病人の救護業務に従事した職
員

社会福祉課

１回５，０００円

道路、橋りょう、河川等の補修又は舗
装の業務に従事した職員

日額２００円

生活保護、障害者福祉又は児童福
祉に係る現業を行う職員

社会福祉課

道路維持課

月額５，０００円

清掃管理課

土地の取得等の交換業務に従事し
た職員

感染症のまん延の防止のために行う
防疫等の業務に従事した職員
結核患者に対する訪問指導の業務
に従事した職員

犬等の捕獲、引取、処分又は検診の
業務に従事した職員

浄水場、水源等で塩素等危険物の
取扱業務に従事した職員

生活衛生課

清掃管理課

日額４００円犬等取扱業務手当

用地取得等交渉業務手当

防疫等業務手当

食鳥検査手当

食肉衛生検査所

建設課

市街地整備課

浄水場等業務手当

と畜検査手当

社会福祉業務手当

社会福祉課

行旅病人及び行旅死亡
人取扱手当

１回１００円加算

清掃業務手当

日額８００円

道路等における犬、猫等の死体処理
の業務に従事した職員

清掃管理課

夏季期間にごみ収集又はごみ処理
の業務に従事した職員

夏季期間（6月1日から9月30日までを
いう。以下同じ）以外の期間にごみ収
集又はごみ処理の業務に従事した
職員

災害の拡大を防止するために行う災
害応急対策又は応急的な災害復旧
の業務に従事した職員

環境政策課

納税課 徴税の事務に従事した職員



（6) その他の手当（２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

千円

千円

千円 692,483

千円

内容及び支給単価手　当　名

78,717

111,030

千円

１　配偶者　月額13,000円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者が
ない場合にあってはそのう
ち1人については11,000円)
扶養親族である子のうちに
満15歳に達する日後の最
初の4月1日から満22歳に
達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子につ
いてはそれぞれ5,000円を
加算

20,146

（２３年度決算）

国の制度と
異なる内容

5,117

支給実績
（２３年度決算）

千円

31,613

17,468

399,562

管理または監督の地位に
ある職員に対して職務の特
殊性に基づき支給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400円）
課長補佐　59,500円
係長　46,300円

休日勤務手当

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月額
55,000円を限度）
２　交通用具使用者
2km以上5km未満4,500円
5km以上10km未満5,500円
10km以上15km未満8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上32,800円

一部異なる

同じ扶養手当

住居手当

管理職手当 同じ

同じ

一部異なる

同じ

同じ管理職員特別勤務手当

宿日直勤務を命ぜられた
職員が勤務した場合に支
給
日直手当　4,200円

通勤手当

祝日法による休日等及
び年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時
間中に勤務することを命
ぜられた職員には、正
規の勤務時間中に勤務
した全時間に対して勤
務1時間当たりの給与額
に100分の135を乗じて
得た額を休日勤務手当
として支給

１　月額12,000円を超える
家賃を支払う職員に家賃月
額により月額27,000円を限
度に支給
２　自己の所有する住宅
月額3,000円

自己の所
有する住宅
の支給額

国の制度
との異同

236,558

支給職員１人当たり

221,497

平均支給年額

141,119

交通用具
使用者の
支給額

171,210

12,645

6,043宿日直手当

千円

管理職員が臨時又は緊急
の必要その他の公務の運
営の必要により週休日又は
祝日法による休日等若しく
は年末年始の休日等に勤
務した場合に給する。
部長　10,000円
課長　8,500円
課長補佐　7,000円
係長　6,000円



６　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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（2)年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）

(3)職員数の推移
（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。
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８　公営企業職員の状況

(1)　水道事業

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２４年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区　　分 総費用 純損益又は実

職員給与費比率 22年度の総費用に占

総費用に占める

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支

23年度 　　　　千円 千円　 千円　

6,169,906 334,146 679,866

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

11.0 11.0

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　B/A 一人当たり給与費

区　　分

23年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

82 330,538 56,427 119,242 506,207 6,173 6,350

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

高 崎 市 46.1 371,242 543,425

団 体 平 均 45.4 358,043 528,316

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

1,437 1,492

2.60 1.35

1.45 0.65

・役割加算　　５～２０％



イ　退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

23.50 30.55

33.50 41.34

47.50 59.28

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　2～20％

13,437 23,204 15,252

支給実績（２３年度決算） 10,729

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 129,265

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

高崎市 3 85 3

支給実績（２３年度決算） 274

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 21,077

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度） 15.7

手当の種類（手当数） 7種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

用地取得等交渉業務手当
土地の取得等の交渉業
務に従事した職員

日額　200円

料金等徴収・停水業務手当
水道料金等の滞納整理
又は給水停止処分の執
行の業務に従事した職員

日額　300円

修繕等業務手当
各上下水道事務所
工務課　維持管理担当

給配水管等の修繕又は
漏水調査の業務に直接
従事した職員

日額　200円

浄水場等業務手当 浄水課　若田浄水場
浄水場、水源等で塩素等
危険物の取扱業務に従
事した職員

日額　200円

水質等試験手当 維持管理課　管理担当

下水等の水質試験又はこ
れに伴う汚水、汚泥の採
取等の業務に従事した職
員

日額　200円



オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２４年４月１日現在）

円

円

下水処理業務手当 施設課　施設管理担当

1　夏季期間(6月1日から9
月30日までをいう。以下
同じ。)以外の期間に下水
終末処理場若しくは下水
中継ポンプ場の下水処理
又は公共下水道管渠等
のしゅんせつの業務に従
事した職員

日額　700円

2　夏季期間に下水終末
処理場若しくは下水中継
ポンプ場の下水処理又は
公共下水道管渠等のしゅ
んせつの業務に従事した
職員

日額　800円

災害業務手当

災害の拡大を防止するた
めに行う災害応急対策又
は応急的な災害復旧の
業務に従事した職員

日額　500円

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 7,078

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 度 決 算 ） 82

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 7,500

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 度 決 算 ） 89

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （23年度決算） 平均支給年額

一般行政
職の制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 （23年度決算）

扶養手当

１　配偶者　月額13,000円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者が
ない場合にあってはそのう
ち1人については11,000
円)
扶養親族である子のうち
に満15歳に達する日後の
最初の4月1日から満22歳
に達する日以後の最初の
3月31日までの間にある子
についてはそれぞれ5,000
円を加算

同じ 10,480 千円 232,889

住居手当

１　月額12,000円を超える
家賃を支払う職員に家賃
月額により月額27,000円
を限度に支給
２　自己の所有する住宅
月額3,000円

同じ 4,762 千円 108,227



円

円

円

千円 82,014

同じ 16,621 千円

通勤手当

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月
額55,000円を限度）

２　交通用具使用者
2km以上5km未満
4,500円
5km以上10km未満
5,500円
10km以上15km未満
8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上
32,800円

同じ 5,987

722,652

管理職員特別
勤務手当

管理職員が臨時又は緊急
の必要その他の公務の運
営の必要により週休日又
は祝日法による休日等若
しくは年末年始の休日等
に勤務した場合に給する。

部長　10,000円
課長　8,500円
課長補佐　7,000円
係長　6,000円

同じ 74 千円 12,333

管理職手当

管理または監督の地位に
ある職員に対して職務の
特殊性に基づき支給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400
円）
課長補佐　59,500円
係長　46,300円



(2)　公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２４年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区　　分 総費用 純損益又は実

職員給与費比率 22年度の総費用に占

総費用に占める

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支

23年度 　　　　千円 千円　 千円　

7,311,377 551,369 470,027

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

6.4 8.8

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　B/A 一人当たり給与費

区　　分

23年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

69 279,150 54,833 103,707 437,690 6,343 6,310

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

高 崎 市 45.5 370,572 532,595

団 体 平 均 44.5 355,276 525,167

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

1,503 1,469

2.60 1.35

1.45 0.65

・役割加算　　５～２０％



イ　退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

高　　　　　　　　　　　崎　　　　　　　　　　　市 市町村平均（政令指定都市を除く）

23.50 30.55

33.50 41.34

47.50 59.28

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　2～20％

13,280

支給実績（２３年度決算） 9,245

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 133,986

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

高崎市 3 69 3

支給実績（２３年度決算） 1,391

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 99,357

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度） 20.3

手当の種類（手当数） 7種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

用地取得等交渉業務手当
土地の取得等の交渉業
務に従事した職員

日額　200円

料金等徴収・停水業務手当
水道料金等の滞納整理
又は給水停止処分の執
行の業務に従事した職員

日額　300円

修繕等業務手当
各上下水道事務所
工務課　維持管理担当

給配水管等の修繕又は
漏水調査の業務に直接
従事した職員

日額　200円

浄水場等業務手当 浄水課　若田浄水場
浄水場、水源等で塩素等
危険物の取扱業務に従
事した職員

日額　200円

水質等試験手当 維持管理課　管理担当

下水等の水質試験又はこ
れに伴う汚水、汚泥の採
取等の業務に従事した職
員

日額　200円



オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２４年４月１日現在）  

円

円

下水処理業務手当 施設課　施設管理担当

1　夏季期間(6月1日から9
月30日までをいう。以下
同じ。)以外の期間に下水
終末処理場若しくは下水
中継ポンプ場の下水処理
又は公共下水道管渠等
のしゅんせつの業務に従
事した職員

日額　700円

2　夏季期間に下水終末
処理場若しくは下水中継
ポンプ場の下水処理又は
公共下水道管渠等のしゅ
んせつの業務に従事した
職員

日額　800円

災害業務手当

災害の拡大を防止するた
めに行う災害応急対策又
は応急的な災害復旧の
業務に従事した職員

日額　500円

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 4,109

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 度 決 算 ） 59

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 3,312

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 度 決 算 ） 48

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （23年度決算） 平均支給年額

一般行政
職の制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 （23年度決算）

扶養手当

１　配偶者　月額13,000円
２　扶養親族たる父母等
6,500円(職員に配偶者が
ない場合にあってはそのう
ち1人については11,000
円)
扶養親族である子のうち
に満15歳に達する日後の
最初の4月1日から満22歳
に達する日以後の最初の
3月31日までの間にある子
についてはそれぞれ5,000
円を加算

同じ 11,067 千円 230,563

住居手当

１　月額12,000円を超える
家賃を支払う職員に家賃
月額により月額27,000円
を限度に支給
２　自己の所有する住宅
月額3,000円

同じ 6,235 千円 113,364



円

円

円

千円 83,108

同じ 17,416 千円

通勤手当

１　交通機関利用者
　運賃相当額を支給（月
額55,000円を限度）

２　交通用具使用者
2km以上5km未満
4,500円
5km以上10km未満
5,500円
10km以上15km未満
8,500円
15km以上20km未満
11,600円
20km以上25km未満
14,600円
25km以上30km未満
17,600円
30km以上35km未満
20,700円
35km以上40km未満
23,700円
40km以上45km未満
26,800円
45km以上50km未満
29,800円
50km以上
32,800円

同じ 5,402

696,640

管理職員特別
勤務手当

管理職員が臨時又は緊急
の必要その他の公務の運
営の必要により週休日又
は祝日法による休日等若
しくは年末年始の休日等
に勤務した場合に給する。

部長　10,000円
課長　8,500円
課長補佐　7,000円
係長　6,000円

同じ 223 千円 15,929

管理職手当

管理または監督の地位に
ある職員に対して職務の
特殊性に基づき支給

部長　94,000円
課長　72,700円（77,400
円）
課長補佐　59,500円
係長　46,300円


